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連 結 財 政 状 態 計 算 書
（平成25年11月30日現在） （単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現金及び現金同等物

営業債権及びその他の債権

棚 卸 資 産

その他の流動資産

非 流 動 資 産

有 形 固 定 資 産

投 資 不 動 産

無 形 資 産

売却可能金融資産

営業債権及びその他の債権

繰 延 税 金 資 産

その他の非流動資産

53,679,536

14,711,997

902,131

38,040,625

24,781

17,597,357

3,304,792

12,703,600

31,598

810,105

188,884

554,362

4,014

流 動 負 債 10,985,520

営業債務及びその他の債務 2,323,705

借 入 金 7,587,433

未払法人所得税等 865,256

引 当 金 209,124

非 流 動 負 債 30,188,904

営業債務及びその他の債務 2,107,809

借 入 金 27,449,160

退職給付に係る負債 607,932

引 当 金 24,003

負 債 合 計 41,174,425

資 本 の 部

親会社の所有者に帰属する持分 30,102,468

資 本 金 6,421,392

資 本 剰 余 金 6,375,317

利 益 剰 余 金 17,304,409

その他の資本の構成要素 1,348

資 本 合 計 30,102,468

資 産 合 計 71,276,894 負 債 及 び 資 本 合 計 71,276,894
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連 結 包 括 利 益 計 算 書

（平成24年12月１日から
平成25年11月30日まで）

 （単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 35,070,345

売 上 原 価 27,759,099

売 上 総 利 益 7,311,245

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,414,950

そ の 他 の 収 益 33,004

そ の 他 の 費 用 19,695

営 業 利 益 3,909,604

金 融 収 益 3,467

金 融 費 用 695,799

税 引 前 利 益 3,217,272

法 人 所 得 税 1,213,792

当 期 利 益 2,003,480

そ の 他 の 包 括 利 益     

在 外 営 業 活 動 体 の 換 算 差 額 3,776

売 却 可 能 金 融 資 産 の 公 正 価 値 の 純 変 動 1,299

キャッシュ・フロー・ヘッジの公正価値の純変動 △431

税 引 後 そ の 他 の 包 括 利 益 4,644

当 期 包 括 利 益 2,008,124

当 期 利 益 の 帰 属 親 会 社 の 所 有 者 2,003,480

当期包括利益の帰属親会社の所有者 2,008,124
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連 結 持 分 変 動 計 算 書

（平成24年12月１日から
平成25年11月30日まで）

（単位：千円）

　

親会社の所有者に帰属する持分

資 本 合 計
資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

その他の資本の
構 成 要 素

平成2 4年 1 2月１日残高 5,454,673 5,516,499 15,576,014 △3,295 26,543,892

当 期 包 括 利 益                     

当 期 利 益 － － 2,003,480 － 2,003,480

そ の 他 の 包 括 利 益 － － － 4,644 4,644

当 期 包 括 利 益 合 計 － － 2,003,480 4,644 2,008,124

所 有 者 と の 取 引 額                     

新 株 の 発 行 966,719 858,818 － － 1,825,537

剰 余 金 の 配 当 － － △274,104 － △274,104

新規連結子会社の利益剰余金 － － △981 － △981

所有者との取引額合計 966,719 858,818 △275,085 － 1,550,452

平成2 5年1 1月3 0日残高 6,421,392 6,375,317 17,304,409 1,348 30,102,468
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連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結計算書類の作成基準

　連結計算書類は、当連結会計年度から会社計算規則第120条第１項の規定により、国際会計

基準に準拠して作成しております。なお、本連結計算書類は同項後段の規定により、国際会

計基準で求められる開示項目の一部を省略しております。

(2) 連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の数及び連結子会社の名称

・連結子会社の数 ６社

・連結子会社の名称 トーセイ・コミュニティ㈱

トーセイ・アセット・アドバイザーズ㈱

NAI・トーセイ・JAPAN㈱

TOSEI SINGAPORE PTE.LTD.　

トーセイ・リバイバル・インベストメント㈱

㈲ヘスティア・キャピタル

②　連結の範囲の変更に関する事項

　NAI・トーセイ・JAPAN株式会社（旧　合同会社三宮不動産販売）については、当連結会

計年度より、営業を開始し、重要性が増したため、連結の範囲に含めております。

　また、前連結会計年度まで連結子会社でありましたグリーンハウス㈲は、平成25年11月

５日付で清算が結了したため、当連結会計年度より連結の範囲から除外しております。

③　非連結子会社の名称等

・非連結子会社の名称 合同会社ペガサス・キャピタル

・連結の範囲から除いた理由 非連結子会社は小規模であり、資産合計、売上高、当

期損益及び利益剰余金等は、いずれも連結計算書類に

重要な影響を及ぼしていないためであります。

(3) 持分法の適用に関する事項

　持分法を適用すべき関係会社はありません。

(4) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　すべての連結子会社の事業年度は、連結会計年度と一致しております。

(5) 会計処理基準に関する事項

①　金融資産の評価基準及び評価方法

　当社グループは、金融資産に対する投資を、貸付金及び債権と売却可能金融資産のカテ

ゴリーに分類しております。この分類は、資産の性質及び当該資産がどのような目的に従

って取得されたかに応じて行っており、当初認識時に投資の分類を決定し、毎期末日に分

類が適切かどうかについて再評価を行っております。

（ⅰ）貸付金及び債権

　貸付金及び債権は、支払額が固定もしくは決定可能なデリバティブ以外の金融資産

で、活発な市場における公表価格が存在しないものであります。このカテゴリーに分

類される金融資産は、期末日から12ヶ月を超えて満期が到来する、あるいは正常営業
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循環期間を超えているものを除き、流動資産に計上されます。貸付金及び債権は、連

結財政状態計算書上は、「営業債権及びその他の債権」に含まれます。

（ⅱ）売却可能金融資産

　売却可能金融資産は、他のカテゴリーに分類されないデリバティブ以外の金融資産

であります。売却可能金融資産は、経営者が期末日から12ヶ月以内に投資を処分する

意図を有しない限り、非流動資産に計上されます。売却可能金融資産は、公正価値に

当該金融資産に直接帰属する取引費用を加算した金額で当初認識され、以後は公正価

値で測定されます。

　金融資産の購入及び売却は、取引日、すなわち当社グループが当該資産の購入又は

売却を約定した日に認識されます。また、金融資産は、当該資産からのキャッシュ・

フローを受領する権利が消滅もしくは譲渡され、当社グループが当該資産の所有に伴

う全てのリスクと経済価値を実質的に移転した時点で、認識が中止されます。売却可

能金融資産は、当初認識後は公正価値で計上されます。貸付金及び債権は、実効金利

法を用いて償却原価で計上されます。また、四半期毎に、金融資産あるいは金融資産

グループが減損している客観的な証拠の有無を評価し、証拠が存在する場合には減損

損失を認識しております。売却可能金融資産にかかる公正価値の変動に伴う未実現の

利得及び損失は、売却可能金融資産の公正価値の変動において認識されます。売却可

能金融資産が売却もしくは減損された場合には、累積した売却可能金融資産の公正価

値の変動額は、純損益として認識されます。

　上場有価証券の公正価値は、公表市場価格で測定されます。活発な市場を有しない

金融資産や非上場有価証券の場合には、当社グループは一定の評価技法等を用いて公

正価値を算定します。評価技法としては、最近における第三者間取引事例、実質的に

同等な他の金融商品価格の参照、割引キャッシュ・フロー法等を使用しております。

　当社グループは、毎期末において金融資産もしくは金融資産グループについて減損

の客観的な証拠があるかどうかについて評価を行っており、そのような証拠が存在す

る場合には減損損失を認識しております。

　売却可能金融資産に分類される資本性金融商品の場合には、減損の証拠があるかど

うかの判定において、発行体が営んでいる事業環境に生じた不利な影響を伴う重大な

変化に関する情報で、投資の取得原価が回収できない可能性や、公正価値の取得原価

に対する著しい下落又は長期にわたる下落があるかどうかについても考慮されます。

売却可能金融資産について減損の証拠がある場合、取得価額と期末日の公正価値との

差額から以前に純損益で認識された金融資産の減損損失を控除した金額として測定さ

れる損失が、純損益へ振り替えられます。

②　棚卸資産の評価基準及び評価方法

　棚卸資産は、取得原価と正味実現可能価額のいずれか低い価額で評価しております。正

味実現可能価額は、見積売価から販売にかかる費用を控除して算出されます。

　棚卸資産の取得原価は、購入代価、開発費用、借入コスト及びその他関連支出を含む個

別に特定された支出から構成されます。
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　また、開発不動産にかかる借入金に対して支払われる借入コストは、開発が終了するま

での期間にわたり開発不動産の取得原価の一部として、個別法を基礎として資産化してお

ります。

③　重要な減価償却資産の減価償却方法

（ⅰ）有形固定資産

　当社グループは、有形固定資産の測定に「原価モデル」を採用しております。

　有形固定資産は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した帳簿

価額で表示しております。取得原価には、資産の取得に直接付随する支出、資産の解

体・撤去及び設置していた場所の原状回復費用及び適格資産の取得、建設又は生産に

直接起因する借入コストが含まれます。

　すでに認識されている有形固定資産に係る取得後の支出は、当該項目に関連する将

来の経済的便益が当社グループにもたらされる可能性が高く、当該支出を信頼性をも

って測定できる場合に限り資産の帳簿価額に含めております。日常的に行う有形固定

資産の保守費用は、発生時に純損益として認識しております。

　土地及び建設仮勘定以外の資産の減価償却は、以下の見積耐用年数にわたり、主と

して定額法により計算しております。また、定率法による減価償却が、当該資産から

生じる将来の経済的便益が消費されるパターンをより良く反映する場合には、定率法

を採用しております。

建物及び構築物　　　　　　　　３－50年

工具器具及び備品　　　　　　　３－20年

　見積耐用年数、残存価額及び減価償却方法は、毎期見直しを行い、必要に応じて改

定しております。

（ⅱ）投資不動産

　投資不動産とは、賃貸収入又はキャピタル・ゲイン、もしくはその両方を得ること

を目的として保有する不動産であります。通常の営業過程で販売する不動産や管理目

的で使用する不動産は含まれておりません。

　当社グループは、投資不動産の測定に「原価モデル」を採用しております。

　投資不動産の当初認識は取得原価によって行われ、その後は減価償却累計額及び減

損損失累計額を控除した帳簿価額で表示しております。投資不動産の減価償却は、以

下の見積耐用年数にわたり、主として定額法により計算しております。また、定率法

による減価償却が、当該資産から生じる将来の経済的便益が消費されるパターンをよ

り良く反映する場合には、定率法を採用しております。

建物及び構築物　　　　　　　　３－50年

工具器具及び備品　　　　　　　３－20年

　見積耐用年数、残存価額及び減価償却方法は、毎期見直しを行い、必要に応じて改

定しております。

（ⅲ）無形資産

　当社グループは、無形資産の測定に「原価モデル」を採用しております。また、無

形資産は、取得原価から償却累計額及び減損損失累計額を控除した帳簿価額で表示し
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ております。

　すでに認識されている無形資産に係る取得後の支出は、当該項目に関連する将来の

経済的便益が当社グループにもたらされる可能性が高く、当該支出を信頼性をもって

測定できる場合に限り資産の帳簿価額に含めております。それ以外の支出は、発生時

に純損益として認識しております。

・ソフトウエア

　取得したソフトウエアは、購入対価（値引きやリベート控除後の純額）及び意図さ

れた利用のための当該資産の準備に直接起因する支出を含む取得原価によって当初認

識しております。

　取得後は、見積耐用年数にわたって定額法により償却しております。見積耐用年数

及び償却方法は毎期見直しを行い、必要に応じて改定しております。

（ⅳ）リース資産

　リース契約により、資産の所有に伴うリスクと経済価値を実質的に全て借手に移転

する場合、当該リース取引は、ファイナンス・リースに分類しております。ファイナ

ンス・リース以外のリース取引は、オペレーティング・リースに分類しております。

　当社グループにおけるファイナンス・リース資産は、工具器具及び備品等であり、

リース開始時のリース物件の公正価値と最低支払リース料総額の現在価値のいずれか

低い金額をもって資産計上しております。リース資産は、見積耐用年数とリース期間

のいずれか短い年数にわたって定額法により減価償却をしております。

④　重要な引当金の計上基準

　引当金は、過去の事象から生じた法的又は推定的債務で、当該債務を決済するために経

済的便益が流出する可能性が高く、当該債務について信頼性のある見積りができる場合に

認識しております。

⑤　従業員給付

（ⅰ）確定給付型年金制度

　確定給付型年金制度に関する債務は、従業員が過年度及び当年度において提供した

サービスの対価として獲得した将来給付額を見積り、当該金額を現在価値に割り引く

ことによって算定しております。未認識の過去勤務費用は、当該算定結果から差し引

いております。割引率は、償還期日が当社グループの債務と概ね整合している優良社

債の利回りを用いております。当該債務の計算は、年金数理人によって予測単位積増

方式を用いて行っております。年金制度が改定された場合、従業員による過去の勤務

に関連する給付金の増減部分は、給付金が確定するまでの平均期間にわたり定額法に

より純損益として認識しております。即時に確定する給付については、当該費用を即

時に純損益として認識しております。

　当社は、確定給付型年金制度から生じる全ての数理計算上の差異を平均残存勤務期

間内に定額法により純損益として認識しております。

（ⅱ）確定拠出型年金制度

　確定拠出型年金制度は、雇用主が一定額の掛金を他の独立した企業に拠出し、その

拠出金以上の支払義務を負わない退職後給付制度であります。確定拠出型年金制度の
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拠出は、従業員がサービスを提供した期間に純損益として認識しております。

（ⅲ）短期従業員給付

　短期従業員給付については、割引計算は行わず、関連するサービスが提供された時

点で純損益として認識しております。

　賞与及び有給休暇費用については、それらを支払う法的もしくは推定的な債務を有

し、信頼性をもって見積ることができる場合に、それらの制度に基づいて支払われる

と見積られる額を負債として認識しております。

⑥　重要なヘッジ会計の方法

　デリバティブの当初認識は、デリバティブ契約を締結した日の公正価値で行い、当初認

識後は各期末日の公正価値で再測定しております。

　当社グループは、変動金利の借入に関連する将来キャッシュ・フローの変動をヘッジす

るため、金利スワップ契約を締結しております。ヘッジ開始時に締結したデリバティブ契

約をキャッシュ・フロー・ヘッジとして指定し、文書化を行っております。

　当社グループはまた、ヘッジ開始時及び継続的にヘッジ取引に利用したデリバティブが

ヘッジ対象の公正価値又はキャッシュ・フローの変動を相殺するため極めて有効的である

かどうかについての評価をしております。

　キャッシュ・フロー・ヘッジとして指定され、かつその要件を満たすデリバティブ取引

の公正価値の変動は、その他の包括利益を通じて、資本で認識されます。デリバティブ取

引の公正価値の変動のうち非有効部分は、直ちに純損益で認識されます。

⑦　外貨換算の方法

（ⅰ）外貨建取引

　外貨建取引は、取引日における為替レートで当社グループ各社の機能通貨に換算し

ております。期末日において再測定する外貨建資産及び負債は、期末日の為替レート

で機能通貨に再換算しております。公正価値で測定される外貨建の非貨幣性資産及び

負債は、当該公正価値の測定日における為替レートで機能通貨に再換算されます。

　これらの取引の決済から生じる為替差額並びに外貨建の貨幣性資産及び負債を期末

日の為替レートで換算することによって生じる為替差額は、純損益で認識しておりま

す。但し、非貨幣性項目の利益又は損失がその他の包括利益に計上される場合は、為

替差額もその他の包括利益に計上しております。

（ⅱ）在外営業活動体

　在外営業活動体の資産及び負債については、期末日の為替レート、収益及び費用に

ついては、その期間の平均為替レートを用いて日本円に換算しております。但し、当

該平均為替レートが、取引日における為替レートの累積的影響の合理的な概算値とは

いえない場合には、取引日の為替レートで換算しております。

　在外営業活動体の財務諸表の換算から生じる為替換算差額は、その他の包括利益で

認識しております。在外営業活動体について、支配の喪失や重要な影響力を喪失する

ような処分がなされた場合には、当該在外営業活動体に関連する累積換算差額は、処

分された期間に純損益として認識されます。
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⑧　その他連結計算書類作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

　

２．連結財政状態計算書に関する注記

(1) 担保提供資産

担保資産の内容及びその金額 　

現金及び現金同等物 70,005千円

棚卸資産 36,787,918千円

有形固定資産 3,249,859千円

投資不動産 11,783,569千円

合計 51,891,353千円

担保に係る債務の金額 　

借入金 34,986,075千円

(2) 資産から直接控除した貸倒引当金 82,126千円

(3) 資産に係る減価償却累計額

有形固定資産 241,859千円

投資不動産 999,911千円

(4) 資産の保有目的の変更

　従来、投資不動産として保有していた賃貸物件2,129,756千円を、事業方針の変更に伴い棚

卸資産へ振り替えております。

　従来、棚卸資産として保有していた賃貸物件2,723,394千円を、事業方針の変更に伴い投資

不動産へ振り替えております。

　

３．連結持分変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末株式数

普 通 株 式 456,840株 47,827,160株 － 48,284,000株

（注）平成25年７月１日をもって１株を100株に株式分割したこと及び平成25年７月25日に2,600,000

株の新株を発行したことによるものであります。

(2) 自己株式の種類及び株式数に関する事項

　該当事項はありません。
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(3) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

平成25年２月26日開催第63回定時株主総会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 274,104千円

・１株当たり配当金額 600円

・基準日 平成24年11月30日

・効力発生日 平成25年２月27日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度にな

るもの

　平成26年２月27日開催予定第64回定時株主総会において次のとおり付議いたします。

・配当金の総額 386,272千円

・１株当たり配当金額 ８円

・配当の原資 利益剰余金

・基準日 平成25年11月30日

・効力発生日 平成26年２月28日

（注）当社は、平成25年７月１日を効力発生日として、１株につき100株の割合で株式分割を行

っております。基準日が平成24年11月30日の１株当たり配当金額については、当該株式

分割が行われる前の数値で記載しております。

　

４．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、主に不動産流動化事業及び不動産開発事業において商品となる不動産の

仕入に必要な資金を銀行借入により調達しております。資金運用については安全性の高い金

融資産（預金等）で運用しております。また、一部の借入金の金利変動リスクに対して金利

スワップ取引を実施しております。なお、デリバティブは借入金の金利変動リスクを回避す

るために利用し、投機的な取引は行いません。

　営業債権及びその他の債権は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関し

ては、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、回収遅延債権については、定期

的に経営会議へ報告され、個別に把握及び対応を行う体制としております。

　売却可能金融資産は、市場価格の変動リスクに晒されております。当該リスクに関しては、

定期的に時価を把握し、経営会議へ報告することとしております。

　営業債務及びその他の債務は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。

　借入金は、主に不動産流動化事業及び不動産開発事業において商品となる不動産の仕入に

係る資金調達であり、ほとんどが変動金利であるため、金利の変動リスクに晒されておりま

す。当該リスクに関しては、各金融機関毎の借入金利の一覧表を定期的に作成し、借入金利

の変動状況をモニタリングしております。

　なお、一部の借入金については、支払金利の変動リスクを回避し支払利息の固定化を図る

ためにデリバティブ取引（金利スワップ取引）をヘッジ手段として利用しており、ヘッジ対

象とヘッジ手段の相場変動の累計を比較し、両者の金利変動等を基礎にして有効性の評価を
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しております。　

　また、借入金は、金融機関から調達しており、当社グループに対する取引姿勢の変化等に

より、資金調達が制約される流動性リスクに晒されております。当該リスクに関しては、当

社グループの資金需要に関する情報及び資金繰り状況を的確に把握し、取引金融機関と随時

リレーションに努め、資金調達手段の多様化を図っております。

(2) 金融商品の公正価値等に関する事項

　当連結会計年度末における連結財政状態計算書計上額、公正価値及びこれらの差額につい

ては、次のとおりであります。

　
連結財政状態計算
書計上額（千円）

公正価値（千円） 差額（千円）

(1) 現金及び現金同等物 14,711,997 14,711,997 －

(2) 営業債権及びその他の債権 1,091,016 1,091,016 －

(3) 売却可能金融資産 810,105 810,105 －

(4) 営業債務及びその他の債務 4,431,515 4,431,515 －

(5) 借入金 35,036,593 35,050,814 14,220

金融商品の公正価値算定方法

①　現金及び現金同等物、営業債権及びその他の債権、営業債務及びその他の債務、短期借入

金

　これらのうち短期間で決済されるものについては、帳簿価額は公正価値に近似しておりま

す。

　但し、金利スワップ取引の公正価値は、金融機関による時価に基づいております。

②　売却可能金融資産

　上場有価証券の公正価値は、公表市場価格で測定されます。活発な市場を有しない金融資

産や非上場有価証券の場合には、当社グループは一定の評価技法等を用いて公正価値を算定

します。評価技法としては、最近における第三者間取引事例、実質的に同等な他の金融商品

価格の参照、割引キャッシュ・フロー法等を使用しております。活発な市場における公表市

場価格がなく、公正価値を信頼性をもって測定できない有価証券に関しては取得原価で測定

しております。

③　長期借入金

　長期借入金のうち、変動金利によるものの公正価値については、短期間で市場金利が反映

されるため、帳簿価額に近似しております。固定金利によるものの公正価値については、元

利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値に

より算定しております。

　

５．投資不動産に関する注記

(1) 投資不動産の状況に関する事項

　当社及び一部の連結子会社では、東京都を中心に、賃貸収益を得ることを目的として賃貸

オフィスビルや賃貸マンション等を所有しております。当連結会計年度における当該投資不
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動産に関する賃貸損益は、585,290千円（賃貸収益は売上高に、賃貸費用は売上原価に計上｡ ）

であります。

(2) 投資不動産の公正価値に関する事項

　当連結会計年度末における投資不動産の連結財政状態計算書計上額及び公正価値は、次の

とおりであります。

　 （単位：千円）

　
連 結 財 政 状 態 計 算 書 計 上 額 当連結会計年度

末の公正価値当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

投資不動産 12,126,327 577,273 12,703,600 16,797,620

（注）１．連結財政状態計算書計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控

除した金額であります。

２．当連結会計年度増減額のうち、主な増加額は、保有目的の変更による棚卸資産からの

振替（2,723,394千円）及び新規取得（447,985千円）であり、主な減少額は、保有目

的の変更による棚卸資産への振替（2,129,756千円）であります。

３．当連結会計年度末の公正価値は、「不動産鑑定評価基準」に準じた方法により自社で

算定した金額であります。

　

６．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり親会社所有者帰属持分 623円45銭

(2) 基本的１株当たり当期利益 42円99銭

（注）当社は、平成25年７月１日を効力発生日として１株につき100株の割合で株式分割を行って

おります。これに伴い、当連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株

当たり情報を算定しております。

　

７．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

　

８．その他の注記

　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。




